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【第１問】 次の設例に基づいて、下記の各問（《問１》～《問

３》）に答えなさい。 

 

  



《問１》 

 Ｍさんは、Ａさんに対して、Ａさんが受給することができる公的

年金制度からの老 齢給付について説明した。Ｍさんが説明した以

下の文章の空欄①～③に入る最も適切 な数値を、解答用紙に記入

しなさい。計算にあたっては、《設例》の＜Ａさんとその 家族に

関する資料＞および下記の＜資料＞に基づくこと。なお、年金額は

2019 年度価 額に基づいて計算し、年金額の端数処理は円未満を四

捨五入すること。  

Ⅰ 「Ａさんが 65 歳に達すると、老齢基礎年金および老齢厚生年金

の受給権が発生します。Ａさんが 65 歳から受給することができる

老齢基礎年金の額は（ ① ）円となります」  

 

Ⅱ 「Ａさんが 65 歳から受給することができる老齢厚生年金の額は

（ ② ）円となり ます。なお、Ａさんの厚生年金保険の被保険者

期間は（ ③ ）年以上ありませんので、老齢厚生年金の額に配偶者

に係る加給年金額の加算はありません」 

  

  



【答え】 

①資料より、老齢基礎年金の計算方法は、 

満額の年金額×(保険料納付済み期間＋免除期間)÷480 月(40 年×

12 ヶ月) 

 

A さんの場合には保険料納付済み期間は 60 歳まで納付することを仮

定すると 173 月＋277 月で 450 月ですので、計算すると 

780,100×450÷480=731,343.75 

円未満四捨五入により老齢基礎年金額は 731,344 円 

  



 

➁資料より、老齢厚生年金の計算手順は 

 
(1)報酬比例部分

 
ⓐ 2003年3月以前の期間分 

平均標準報酬月額× 7.125 ÷1,000 ×2003年３月以前の被保険者

期間の月数  

Aさんの場合には2003年3月以前の厚生年金保険被保険者期間はあり

ません。 

ⓑ 2003年４月以後の期間分 

平均標準報酬月額× 5.481 ÷1,000 ×2003年４月以後の被保険者

期間の月数 

28万円×5.481÷1,000×173=265,500円  

  



報酬比例部分＝265,500 円 

経過的加算額 

(2)経過的加算額（円未満四捨五入）＝1,626 円×被保険者期間の月

数－780,100 円×1961 年４月以後で 20 歳以上 60 歳未満の厚生年金

保険の被保険者期間の月数÷480  

 

厚生年金保険の被保険者期間の月数は 173 月です。 

1961 年４月以後で 20 歳以上 60 歳未満の厚生年金保険の被保険者期

間の月数も 1980 年生まれである A さんの場合には 480 月となりま

す。 

1,626 円×173 月-780,100 円×173 月÷480 月=137 

      (281,298-281,161) 

 

経過的加算額=137 円 

 

従って、老齢厚生年金額は 

265,500 円（報酬比例部分）＋137 円（経過的加算額）=265,637 円 

 

 

(3)加給年金は、厚生年金保険の被保険者期間が 20 年以上ある方

が、65 歳到達時点で、その方に生計を維持されている配偶者または

子(18 歳になって最初の 3 月 31 日まで)がいるときに加算されま

す。 

A さんの場合には、厚生年金保険の被保険者期間が 173 月（14 年 5

ヶ月）ですので、対象外です。 

 

従って、正解は①731,344  ②265,637 ③20 

 

 

 

  



《問２》  

Ｍさんは、Ａさんに対して、老後の収入を増やすための各種制度に

ついて説明した。 Ｍさんが説明した以下の文章の空欄①～④に入

る最も適切な語句または数値を、下記 の〈語句群〉のなかから選

び、その記号を解答用紙に記入しなさい。 

 

Ⅰ 「国民年金の第１号被保険者であるＡさんは、所定の手続によ

り、国民年金の定額保険料に加えて、国民年金の付加保険料を納付

することができます。仮に、Ａさんが付加保険料を 180 月納付し、

65 歳から老齢基礎年金を受け取る場合、老齢基礎年金の額に付加年

金として（ ① ）円が上乗せされます」 

 

Ⅱ 「国民年金基金は、老齢基礎年金に上乗せする年金を支給する

任意加入の年金制度です。国民年金基金への加入は口数制となって

おり、１口目は保証期間のある終身年金Ａ型、保証期間のない終身

年金Ｂ型の２種類のなかからの選択となります。掛金の額は、加入

者が選択した給付の型や口数、加入時の年齢等で決まり、掛金の拠 

出限度額は月額（ ② ）円となります。なお、（ ③ ）に加入して

いる場合は、 その掛金と合わせて月額（ ② ）円が上限となりま

す。また、国民年金基金に加入した場合は国民年金の付加保険料を

納付することはできません」  

 

Ⅲ 「小規模企業共済制度は、個人事業主が廃業等をした場合に必

要となる生活資金などを準備しておくための共済制度です。毎月の

掛金は、1,000 円から（ ④ ）円の 範囲内（500 円単位）で選択で

きます」 

 

 



【答え】 

1.付加年金は第1号被保険者の任意制度で月額保険料400円を国民保

険料に上乗せし納付し、200円× 納付期間が老齢基礎年金に加算さ

れます。 

付加保険料を180ヶ月支払った場合には、 

200円×180月＝36,000円です。  

 

従って正解は、①ニ、36,000 

 

2.国民年金基金の掛金の上限は 68,000 円です。 

既に確定拠出年金の個人型年金に加入している場合には、国民年金

基金 と合わせての上限が 68,000 円です。 

従って正解は、②へ、68,000  ③ヌ、確定拠出年金の個人型年金 

 

3. 小規模企業共済の掛金は月額 1,000 円から 7 万円の範囲で、全

額が小規模企業共済等掛金控除として、所得税・住民税が所得控除

の対象です。 

従って正解は、④ト、70,000 
	  



《問３》 
 Ｍさんは、Ａさんに対して、公的年金制度等の各種取扱いについ

て説明した。Ｍさんが説明した次の記述①～③について、適切なも

のには○印を、不適切なものには× 印を解答用紙に記入しなさ

い。 

 

① 「Ａさんは、60 歳以後、老齢基礎年金および老齢厚生年金の繰

上げ支給を請求することができます。仮に、Ａさんが 62 歳０カ月

で老齢基礎年金および老齢厚生年金の繰上げ支給を請求した場合の

減額率は 18.0％となります」 

  

② 「国民年金の定額保険料を前納した場合、前納期間に応じて保

険料の割引がありますが、国民年金の付加保険料や国民年金基金の

掛金については、前納による割引制度はありません」  

 

③ 「小規模企業共済制度の掛金は、その全額を、事業所得の金額

の計算上、必要経費に算入することができます」 

  



【答え】 

1.適切○。 

繰り上げ受給は本来65歳からの年金受給を最長60歳まで繰り上げて

受給可能です。その際、繰り上げた月数×0.5%が老齢厚生年金額か

ら減額となります。 

仮に 62 歳で繰り上げ受給を請求した場合には、65 歳よりも 3 年早

く受給することになりますので、 

 

3×12 ヶ月×0.5%=18.0% 

 

2.不適切×。 

 国民年金保険料,付加保険料の納付については、翌月末日の納付が

原則となっていますが、 

・当月末日での口座振替による引き落とし 

・6 ヶ月、1 年、2 年のいずれかによる前納 

を行うことにより、保険料の割引が適用されます。 

国民年金基金も掛け金 1 年分の前納により割引を受けられます。 

 

3. 不適切×。 

小規模企業共済の掛金は月額 1,000 円から 7 万円の範囲で、全額が

小規模企業共済等掛金控除として、所得税・住民税が所得控除の対

象で,必要経費への算入はできません。 

  



【第２問】  

次の設例に基づいて、下記の各問（《問４》～《問６》）に答えな

さい。 

 

 

  



《問４》 

 Ｍさんは、Ａさんに対して、Ｘ社債および米ドル建定期預金に係

る留意点について説明した。Ｍさんが説明した次の記述①～③につ

いて、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に

記入しなさい。 

 

① 「Ｘ社債の格付は、Ａ（シングルＡ）と評価されています。一

般に、ＢＢＢ（トリプルＢ）格相当以上の格付が付されていれば、

投資適格債とされます」  

 

② 「円建ての債券投資では、信用リスクや金利リスクに注意が必

要です。一般に、市場金利が低下する局面では、債券価格は下落し

ます」  

 

③ 「 外貨預金の魅力は、円建ての預金と比べて相対的に金利が高

いことにあります。 《設例》の米ドル建定期預金の場合、Ａさん

が満期時に受け取ることができる利息額（税引前）は、900米ドル

になります」  

  



【答え】 

1. 適切○。 

信用格付とは格付け機関が発表するもので、主に「AAA」から「D」

などといったアルファべットで表記されることが多く、「BBB」以

上(AAA,AA,A,BBB)であればリスクが低く投資適格といえます。  

 

 

2. 不適切×。 

市場金利と既発債券の価格は逆の値動きをします。市場金利が上昇

すると既発債券の価格は下落します。シーソーの関係です。  

 

 

3.不適切×。 

 
資料より、50,000米ドルを預け入れ、年率 1.8%で 3 ヶ月間預け入

れた場合の利息額は、 

50,000米ドル×1.8%×3÷12=225 

利息額＝225米ドル 

  



《問５》  

次の①、②を求め、解答用紙に記入しなさい（計算過程の記載は不

要）。なお、計算にあたっては税金等を考慮せず、〈答〉は、％表

示の小数点以下第３位を四捨五入し、小数点以下第２位までを解答

すること。  

① ＡさんがＸ社債を《設例》の条件で購入した場合の最終利回り

（年率・単利）を求めなさい。  

 

② Ａさんが《設例》の条件で円貨を米ドルに換えて米ドル建定期

預金に 50,000米ドルを預け入れ、満期を迎えた場合の円ベースで

の運用利回り（単利による年換算）を求めなさい。なお、預入期間

３カ月は 0.25 年として計算すること。  

  



【答え】 

1.最終利回りは、すでに発行されている債券を購入し、償還期限ま

で保有した場合の利回り 

●最終利回りの計算式 

 

 
2.0＋(100-104.5)÷５÷104.5×100=1.0526315 

従って、正解は最終利回り＝1.05% 

 

 



2. 

 
円から外貨に換える時にはTTSを使用します。 

外貨から円に換える時にはTTBを使用します。 
【投資額】 

既に50,000米ドルを預け入れいますので、日本円での投資額は、

50.000米ドル×110.00円(TTS)＝550万 

 

【3 ヶ月分の利息】 

50,000米ドルを預け入れ、年率 1.8%で 3 ヶ月間(0.25%)預け入れた

場合の利息額は、 

50,000米ドル×1.8%×0.25=225米ドル 

3 ヶ月満期だと 50,225米ドルとなります。 

 

満期時に円貨へ戻す場合TTBは111.00円ですので、 

50,225米ドル×111.00(TTB)=5,574,975円 

  



【利益】 

当初の投資額は550万円でしたので、 

5,574,975円-5,500,000円=74,975円 

利益は74,975円 

 

年換算で計算する場合には0.25(3ヶ月)×4となり、 

74,975×4=299,900円 

 

すなわち、299,900円(利益)÷5,500,000円(元本)×100=5.4527272 

従って、正解は 5.45% 

  



《問６》  

Ｍさんは、Ａさんに対して、Ｘ社債および米ドル建定期預金に係る

課税関係について説明した。Ｍさんが説明した次の記述①～③につ

いて、適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に

記入しなさい。  

 

① 「Ｘ社債の利子は、利子の支払時において所得税および復興特

別所得税と住民税の合計で 20.315％相当額が源泉徴収等されます」  

 

② 「Ｘ社債の譲渡益は、雑所得として総合課税の対象となります

ので、上場株式の譲渡損失の金額と損益通算することはできませ

ん」  

 

③ 「為替予約のない米ドル建定期預金の満期による為替差益は、

雑所得として総合課税の対象となります」 

  



【答え】 

1.適切○。 

社債のほか、国債・地方債等の公社債の利子は利子所得として、

20.315%を源泉徴収されます。 

【利子所得】 

・預貯金や公社債（国債、地方債、社債など）の利子 

・金銭信託や貸付信託の収益分配金 

・公社債投資信託の収益分配金 

 

〈計算式〉 

利子所得の金額=預貯金等の利子収入（受け取った金額） 

＊源泉徴収される税率は20.315% 

 

利子所得は総合課税です。 

 

2.不適切×。 

公社債の譲渡益は譲渡所得となります。課税区分は申告分離課税と

なり、上場株式等との譲渡損失との損益通算が可能です。 

 

3.適切○。 

為替差益の課税区分は雑所得です。為替予約のないものも同様に雑

所得となり、総合課税の対象です。 

 

  



【第３問】 

 次の設例に基づいて、下記の各問（《問７》～《問９》）に答え

なさい。 

 

 



《問７》 

 住宅借入金等特別控除（以下、「本控除」という）に関する以下

の文章の空欄①～ ③に入る最も適切な数値を、下記の〈数値群〉

のなかから選び、その記号を解答用紙に記入しなさい。 

  

「住宅ローンを利用して自己の居住用住宅を取得等（特別特定取得

に該当）し、2019 年 10 月から 2020 年 12 月までの間に居住した場

合、所定の要件を満たせば、居住の用に供した年分以後（ ① ）年

間、本控除の適用を受けることができます。 

（ ② ）年目以降の住宅借入金等特別控除の額は、原則として『住

宅ローンの年末残高×所定の割合（控除率）』と『（住宅取得等対

価の額－消費税額）×２％÷３』のいずれか少ないほうになりま

す。  

 

住宅ローンの年末残高には限度額が設けられていますが、住宅の取

得等が特別特定取得に該当し、当該住宅が認定長期優良住宅に該当

する場合の年末残高の限度額は （ ③ ）万円です。 

なお、本控除の適用を受けるための要件には、『取得した住宅の 

床面積は 50㎡以上であること』『住宅ローンの返済期間が 10 年以

上であること』などが 挙げられます」  

  



【答え】 

①②住宅ローン控除では法改正により2019年10⽉1⽇以後に取得す
る不動産に対して、建物消費税率 10%への引上け後の住宅購⼊等を
⽀援するため、これまで10年であった控除期間が13年へ拡充されま
した。(消費税10%時での購⼊・2020年12⽉31⽇までの⼊居が対象で
２０２１年以降はまた10年へ変更予定) 
【住宅ローン減税の概要】 

 
居住の⽤
に供した

年 

年末残⾼
の限度額 控除率 控除期

間 

10年間の
最⼤控除

額 
⼀般の住宅 2021（令

和3）年
12/31ま
で 

4,000万円 

１％ 13年 

400万円 
⻑期優良住
宅及び低炭

素住宅 
5,000万円 500万円 

 

控除期間の 11 年目から 13 年目については所定の計算方法により求

められる「年末時の住宅ローン残高」か「住宅取得価格」となりま

す。 

 

③認定長期優良住宅および、低炭素住宅の年末残高の限度額は

5,000 万円です。 

 

従って、正解は①ハ、13②イ、11③チ、5,000  



《問８》 

 Ａさんの新築マンションの購入に関する次の記述①～③につい

て、適切なものには ○印を、不適切なものには×印を解答用紙に

記入しなさい。  

① 「父親からの資金援助について、直系尊属から住宅取得等資金

の贈与を受けた場合の贈与税の非課税の特例の適用を受けると、贈

与税は課されません」 

 

② 「住宅借入金等特別控除の額が所得税額から控除しきれない場

合は、その残額のうち、一定額を限度として、翌年度分の住民税額

から控除することができます」  

 

③ 「転勤等のやむを得ない事由によりＡさんが単身赴任で転居し

た場合、妻Ｂさんが 引き続きマンションに居住していたとして

も、単身赴任後は住宅借入金等特別控除の適用を受けることができ

ません 

  



【答え】 

①適切○。 

【法改正】 

平成28年1月1日〜令和2年3月31日までに直系尊属より贈与を受けた

住宅所得投資金の場合の限度額は、 

・省エネ等住宅の場合には 700 万円  

・その他の住宅の場合には 1,200 万円  

でしたが、平成31年4月〜令和2年3月までで消費税10%で取得した場

合には 

・省エネ等住宅の場合には 3,000万円  

・その他の住宅の場合には 2,500万円  

 

と、なっており、Aさんの場合には省エネ住宅で、父親より2,000万

円の贈与となっているため贈与税は課されません。  

 

 

②適切○。 

所得税から住宅ローンを控除し、所得税額よりも住宅ローン控除額

が多かった場合、一定額を限度とし、残額を翌年へ繰り越すことが

可能です。 

 

③不適切×。 

転勤等の事情により転居して住宅ローン控除の対象となっている住 

宅に住まなくなった場合でも、適用期間内に再入居すれば残りの期 

間については 適用を受けることができます。  

 



《問９》  

Ａさんの 2019 年分の所得税額を計算した下記の表の空欄①～④に

入る最も適切な数 値を求めなさい。なお、問題の性質上、明らか

にできない部分は「□□□」で示してある。

 



【答え】 

①総所得金額の計算では、総合課税の所得を合算し、損益通算して

算出します。

 
A さんの場合には,給与収入のみ 920 万円です。

 
 

給与所得の計算方法は 

給与所得＝給与収入－給与所得控除 

 

給与所得控除額は〈資料〉給与所得控除額より、 

920 万円×10%＋120 万円=212 万円 

 

920 万円-212 万円＝708 万円 

 

従って、正解は①総所得＝7,080,000 円 

 

  



②配偶者控除 

配偶者控除では納税者と生計を一にする配偶者で、 

・配偶者の合計所得金額が 38 万円以下(年収 103 万円以下) 

・納税者本人の合計所得金額が 1,000 万円以下 

適用額は 

納税者の合計所得金

額 

控除対象配偶者 老人控除対象者 

900 万円以下 38 万円 48 万円 

900 万円〜950 万円

以下 

26 万円 32 万円 

950 万円〜1,000 万

円以下 

13 万円 16 万円 

 
 

・妻 Bさんは専業主婦で収入給与収入 80 万円。 

・納税者である A さんの合計所得も総所得の 708 万円であることか

ら、配偶者控除の適用が可能です。 

 

従って、正解は②配偶者控除=380,000 円 

  



③扶養控除 

扶養控除については、配偶者以外で納税者本人と生計を一にする親

族が対象で、対象となる親族の合計所得金額が 38 万円以下の場合

に適用可能です。 

  特定扶養親

族 

 老人扶養親

族 

控除対象年

齢 

16 歳〜19

歳未満 

19 歳〜23

歳未満 

23 歳〜70

歳未満 

70 歳以上 

控除額 38 万円 63 万円 38 万円 同居 58 万

円 

別居 48 万

円 

 
A さんの親族では長女 Cさん、二女 Dさんで 2 人とも収入はありま

せんので、それぞれ 63 万円と 38 万円(合計 101 万円)が適用されま

す。 

 

従って、正解は③扶養控除は 1,010,000 円 

  



④住宅借入金等特別控除 
住宅ローン控除は年末残高×控除率 1% 

 居住の⽤に
供した年 

年末残⾼の
限度額 控除率 控除期間 

10年間の
最⼤控除

額 
⼀般の住宅 2021（令和

3）年
12/31まで 

4,000万円 
１％ 10年 

400万円 
⻑期優良住宅及
び低炭素住宅 5,000万円 500万円 

A さんの取得したマンションは認定長期優良住宅および省エネ住宅

ですので限度額 5,000 万円まで、資料より、2019 年 12 月末の借入

金残高 2,980 万円です。 

2,980 万円×1%=29.8 万円 

 

従って、正解は④住宅借入金等特別控除＝298,000 円 

  



【第４問】  

次の設例に基づいて、下記の各問（《問 10》～《問 12》）に答え

なさい。 

 

 

  



《問 10》  

甲土地上に耐火建築物を建築する場合における次の①、②を求めな

さい（計算過程 の記載は不要）。 

① 建蔽率の上限となる建築面積  

 

② 容積率の上限となる延べ面積  

  



【答え】 

①【建ぺい率】 

 

建築面積=敷地面積×建ぺい率 

 

防火規制の異なる土地に建築物を建築する場合には、その敷地全部

について、厳しい方の規制が適用されます。また 

 

・耐火建築物を準防火地域および防火地域内で建築する場合 

 

・特定行政庁が指定する角地である場合 

 

いずれかの場合には建ぺい率の緩和を受けることができ、それぞれ

の場合で 10%(両方に該当する場合には 20%)の緩和を受けられま

す。 

また、指定建ぺい率が 80%の場合で、防火地域に耐火建築物を建築

する場合には建ぺい率の制限はありません。(100%となる)

 
〈甲土地〉 

甲土地は準防火地域での耐火建築物であり、特定行政庁指定の角地

であるため、指定建蔽率は 20%(60%＋20%)の緩和を受けます。 

甲土地の建蔽率の上限となる建築面積 

625㎡×80%=500㎡ 

 

従って、正解は①=500㎡ 



②【容積率】  

 

[計算式] 

容積率=延べ面積÷敷地面積 

延べ面積=敷地面積×容積率 

 

・容積率の制限 

容積率は、前面道路の幅員によって制限を受けます。 

 

前面道路が 2 つ以上ある場合は、最も幅の広いものが道路の前面道

路となります。 

 

[前面道路の幅員による容積率] 

 

・前面道路の幅員が 12m以上の場合の容積率は「指定容積率」とな

ります。 

・前面道路の幅員が 12m未満の場合の容積率 

 

住居系用途地域・・・前面道路の幅員×4/10 

その他の用途地域・・前面道路の幅員×6/10 

 

12m未満の場合は、「指定容積率」と「前面道路の幅員×法定乗数

(4/10 または 6/10)」のいずれか、小さい方が限度となります。 

本問では、幅の広い道路の幅員は 8ｍです。 

12m未満ですので、指定容積率か、いずれかの小さい方となりま

す。 

 

8×4÷10=320%    指定容積率 300% 従って 300%を使用 

 

甲土地の容積率の上限となる延べ面積 

625㎡×300%＝1,875㎡ 

 

従って、正解は1,875㎡ 

 

 

 



《問 11》 

 Ｘ社が提案する自己建設方式に関する次の記述①～③について、

適切なものには○印を、不適切なものには×印を解答用紙に記入し

なさい。  

① 「Ａさんが甲土地に賃貸マンションを建設した場合、相続税額

の計算上、甲土地は 貸家建付地として評価されます。甲土地の自

用地価額を１億円、借地権割合 60％、 借家権割合 30％、賃貸割合

100％とした場合の相続税評価額は 1,800 万円です」  

 

② 「一括賃貸借契約（サブリース契約）において賃料が保証され

ていても、経済事情等により賃料を減額請求されることがありま

す」  

 

③ 「Ａさんが金融機関から融資を受けて賃貸マンションを建設し

た場合、相続税額の計算上、当該借入金は債務控除の対象となりま

す」  

  



【答え】 

①不適切×。 

貸家建付地の評価額は 

自用地評価額×(1-借地権割合×借家権割合×賃貸割合) 

と、なっており、甲土地の場合の相続税評価額は、 

1億円×(1-0.6×0.3×1)=8,200 万円 

 

 

②適切○。 

一括賃貸借契約では、賃貸物件を持つ家主から、管理会社がその家

主の賃貸物件を借り受けて、第三者(入居者)へ貸し、管理会社が入

居者からの賃料を家主へ支払う契約で、家主は、安定的に収入を確

保できます。 

家主と管理会社との契約更新の際に、管理会社から経済事情等によ

り賃料を減額請求されることがあります。 

 

③適切○。 

債務控除とは、故人が死亡時まで(生前)に払い残してしまった債務

で、残した財産から、既に確定している支払いを相続税から控除で

きるものです。 

賃貸マンションを建設するための借入金は債務控除の対象です。 

  



《問 12》  

地積規模の大きな宅地の評価（以下、「本規定」という）に関する

以下の文章の空 欄①～③に入る最も適切な語句または数値を、下

記の〈語句群〉のなかから選び、その記号を解答用紙に記入しなさ

い。  

「2018 年１月１日以後の相続、遺贈または贈与により取得する宅地

で、所定の要件を満たすものは、本規定の定めを適用して評価しま

す。本規定の新設に伴い、従前の広大地の評価は廃止されました。 

 

地積規模の大きな宅地とは、三大都市圏では（ ① ）㎡以上、三大

都市圏以外の地域では 1,000㎡以上の地積の宅地をいい、本規定の

対象となる宅地は、路線価地域においては、普通商業・併用住宅地

区および（ ② ）に所在するものになります。  

 

なお、市街化調整区域に所在する宅地、工業専用地域に指定されて

いる地域に所在する宅地、指定容積率が（ ③ ）％（東京都の特別

区は 300％）以上の地域に所在する宅地等は、地積規模の大きな宅

地から除かれています」 

 

  



【答え】 

地積規模の大きな宅地とは、東京、名古屋、大阪の三大都市圏では

500㎡以上、その他の地域では地積 1,000㎡以上の宅地をいいま

す。 

路線価地域は普通商業・併用住宅地区・普通住宅に所在する宅地が

対象です。  

 

地積規模の大きな宅地の対象外として、 

・ 市街化調整区域 

・ 工業専用地域 

・指定容積率 400%以上の宅地 

・財産評価基本通達に定める大規模工場用地 

 

従って、正解は①ホ、500②ト、普通住宅③ニ、400 
  

  



【第５問】 

 次の設例に基づいて、下記の各問（《問 13》～《問 15》）に答え

なさい。

 



《問 13》 

 現時点（2020 年１月 26 日）において、Ａさんの相続が開始した場

合における相続税 の総額を試算した下記の表の空欄①～③に入る

最も適切な数値を求めなさい。なお、 相続税の課税価格の合計額

は５億 9,000 万円とし、問題の性質上、明らかにできない 部分は

「□□□」で示してある。 

 

 

  



【答え】 

①遺産にかかる基礎控除額の算出方法は 

3,000 万円＋600 万円×法定相続人の数です。

 
A さん家族の相続人の数は配偶者 Bさん、長女 Cさん、長男 Dさん

の 3名ですので、 

3,000 万円＋600 万円×3=4,800 万円 

 

①遺産にかかる基礎控除額=4,800 万円 

 

従って、課税遺産総額は 

5億 9,000 万円-4,800 万円＝5億 4,200 万円 

  



課税遺産総額を法定相続人に分配すると 

妻 1/2,子 1/2（2名ですので各 1/4） 

相続人の範囲と順位、法定相続分 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2が

いない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 

妻 Bさん＝5億 4,200 万円÷2×45%-2,700 万円=9,495 万円 

             (2億 7,100 万円) 

 

長女 Cさん・長男 Dさん 

5億 4,200 万円÷4×40%-1,700 万円=3,720 万円② 

 

従って相続税総額は 

9,495 万円＋3,720 万円＋3,720 万円＝1億 6,935 万円③ 

 

 

従って、正解は①4,800 万円②3,720 万円③1億 6,935 万円 

  



《問 14》  

不動産賃貸業の法人化に関する次の記述①～③について、適切なも

のには○印を、 不適切なものには×印を解答用紙に記入しなさ

い。  

① 「不動産賃貸業を法人化し、ＡさんがＸ社から役員報酬を得る

ことになれば、給与所得控除額の適用があります。また、妻Ｂさん

や長女ＣさんがＸ社の役員になり役員報酬を得ることで、所得の分

散を図ることもできます」  

 

② 「Ａさんが賃貸マンションの建物だけをＸ社に移転した場合、

権利金の認定課税を回避するためには、Ｘ社はＡさんと連名で『土

地の無償返還に関する届出書』を法務局に提出する必要がありま

す」  

 

③ 「賃貸マンションの土地と建物をＡさんからＸ社に譲渡した場

合、先祖代々の土地の取得費が小さければ、譲渡所得の金額が大き

くなり、Ａさんに多額の所得税が課される可能性があります」 

  



【答え】 

1.適切○。 

個人事業を法人化し、親族を役員として、役員報酬(給与)として支

払うことにより、給与所得控除額が適用され、所得の分散が可能で

す。 

 

2.不適切×。 

土地の無償返還に関する届出書は、税務署へ提出することで、土地

を借りた法人が、貸主に、無償で土地を返還する意思表示できると

ともに、土地の地代を支払わなくても借地権の認定課税を回避でき

ます。 

 

3 適切○。 

法人へ土地・建物を譲渡した場合、A さんには譲渡所得として課税

対象です。 

法人側は贈与によって財産を所得した場合には、取得費を引き継ぐ

ので、現在価額で取得した土地の取得費が少なかった場合に、所得

税額が多くなる場合があります。 

  



《問 15》  

Ａさんの相続等に関する以下の文章の空欄①～④に入る最も適切な

数値を、下記の 〈数値群〉のなかから選び、その記号を解答用紙

に記入しなさい。  

 

Ⅰ 「妻Ｂさんが自宅の敷地を相続により取得し、当該敷地の全部

について、小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例

の適用を受けた場合、減額される金額は（ ① ）万円となります。 

なお、自宅の敷地について優先して本特例の適用を受けた場合、貸

付事業用宅地等として適用を受けることができる面積は所定の算 

式により調整しなければなりません」  

 

Ⅱ 「遺言により賃貸マンション等の相続財産の大半を長女Ｃさん

に相続させた場合、 長男Ｄさんの遺留分を侵害する可能性があり

ます。仮に、遺留分算定の基礎となる財産の価額が６億円である場

合、長男Ｄさんの遺留分の金額は（ ② ）万円となります」  

 

Ⅲ 「相続税の申告期限までに遺産分割協議が調わなかった場合、

相続税の申告時において、未分割の財産に対して配偶者に対する相

続税額の軽減や小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の

特例の適用を受けることができないというデメリットが生じます。 

 

その場合、相続税の申告の際に『申告期限後（ ③ ）年以内の分 

割見込書』を税務署に提出し、申告期限後（ ③ ）年以内に遺産分

割協議が成立すれば、それらの特例の適用を受けるため、分割後

（ ④ ）カ月以内に更正の請求を行うことができます」  

 

 
  



【答え】 

①小規模宅地の特例を受けた場合に、特定居住用宅地の場合には敷

地面積 330㎡を上限に 80%を減額します。 
区分 要件 面積 割合 備考 

特定居住用宅

地 

被相続人の居住用で、取得者

が配偶者の親族 

330㎡ 80％ 特定居住用と特

定事業用の併用

では730㎡まで適

用可 

特定事業用宅

地 

被相続人の事業用で、取得者

が一定の親族 

400㎡ 80％ 相続税申告まで

事業を引き継ぐ 

貸付事業用宅

地 

不動産貸付用の宅地 

（賃貸マンショ等） 

200㎡ 50％ 相続税申告期限

までに譲渡した

場合は除く 

 

 

資料より、自宅敷地は 240㎡ですので、80％の減額となります. 

・特定居住用宅地の減額の計算式は 

減額される金額＝宅地の評価額×適用対象となる面積÷宅地総面積

×減額割合 

7,000 万円×240㎡÷240㎡×80%=5,600 万円 

※電卓で 240㎡=0.00024 

①ヌ、5,600 



②遺留分とは相続人が最低限の受け取ることの出来る資産で、遺留

分権利者が直系尊属(父母や祖父母等)のみの場合では1/3,それ以外

では1/2となっています。 

 
本問の場合には長男Ｄさんの法定相続分は1/4です。 

遺留分として更に1/2となりますので、1/8となります。 

遺留分算定の基礎となる財産を6億円とした場合には、 

6億円÷8=7,500万円 

②ル、7,500万円 

 

申告期限後 3 年以内の分割見込書を提出することにより、まだ分割

されていない財産を３年以内に遺産分割すれば、配偶者控除や小規

模宅地等の特例が適用可能です。 

つまり、分割が行われた日の翌日から4カ月以内に更正の請求か必

要となる。  

③ハ、3④ニ、4 

 

従って、正解は①ヌ、5,600②ル、7,500 万円③ハ、3④ニ、4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-終- 


